
横須賀都市計画地区計画の変更（横須賀市決定） 
 

都市計画野比４丁目地区地区計画を次のように変更する。 

名         称   野比４丁目地区地区計画 

位         置   横須賀市野比３丁目及び野比４丁目 

面         積   約１８．９ha 

区

域

の

整

備

・

開

発

及

び

保

全

の

方

針 

地区計画の目標 

  野比４丁目地区は、本市の南部、京浜急行電鉄 YRP 野比駅の北東約１ｋｍに位置する自然環境豊かな丘陵

地にあり、開発許可を受け、宅地造成された良好な住宅地である。 

  本地区は、周辺の自然環境と調和した緑豊かで閑静な住環境を創造することを基本目標に、開発行為にお

けるまちづくりの理念を継承し、次に掲げる土地利用、地区施設及び建築物等の整備方針のもとに緑豊かな

潤いある街並みと良好な住環境を形成誘導し、保全することを目標とする。 

土地利用の方針 

  緑豊かな潤いある街並み及び良好な住環境の形成をめざし、地区全体を低層住宅Ａ地区、低層住宅Ｂ地区、

低層住宅Ｃ地区、中高層住宅地区、住宅商業複合地区、公共公益施設地区に区分し、低層住宅Ａ地区及び低

層住宅Ｃ地区は低層の住宅及び兼用住宅、低層住宅Ｂ地区は低層の共同住宅、中高層住宅地区はオープンス

ペースが確保された中高層の共同住宅、住宅商業複合地区は住宅及び地区内居住者の利便に供する店舗等

を、また公共公益施設地区は小中学校及び集会所等の公共公益施設を配置し、均衡のとれた土地利用を図る。 

 

  なお、地区内の公共施設は次に掲げる方針のもとに整備、保全する。 

  ・  地区内の円滑な交通に寄与する幹線道路及び安全、防災等に配慮した区画道路を適正に配置、整備し、

これらの機能が損なわれないよう維持、保全する。 

  ・  快適で潤いある歩行者空間を創出するため、歩行者専用道路を適正に配置、整備し、これらの機能が

損なわれないよう維持、保全する。 

  ・  地区内及び地区周辺住民の憩いの場となる緑豊かで潤いある都市公園を適正に配置、整備し、この機

能が損なわれないよう維持、保全する。 

地区施設の整備

の方針 

  地区内に幹線道路及び区画道路等を適正に配置、整備し、これらの機能が損なわれないよう維持、保全す

る。 

建築物等の整備

の方針 

１．低層住宅Ａ地区 

    緑豊かな閑静でゆとりある低層の住宅、兼用住宅等が立地する良好な居住環境を創出し、保全するため、

建築物の用途、敷地面積の最低限度及び壁面の位置等必要な基準を設定する。 

２．低層住宅Ｂ地区 

    周囲の都市景観に調和し、緑豊かでオープンスペースを確保した低層の共同住宅が立地する良好な居住

環境を創出し、保全するため、建築物の用途、敷地面積の最低限度及び壁面の位置等必要な基準を設定

する。 

３．低層住宅Ｃ地区 

    緑豊かな閑静でゆとりある低層の住宅、兼用住宅（店舗及び事務所兼用住宅を除く。）等が立地する良

好な居住環境を創出し、保全するため、建築物の用途、容積率、建蔽率、敷地面積の最低限度及び壁面

の位置等必要な基準を設定する。 

４．中高層住宅地区 

    周囲の都市景観に調和し、緑豊かでオープンスペースを確保した中高層の共同住宅が立地する良好な居

住環境を創出し、保全するため、建築物の用途、敷地面積の最低限度及び壁面の位置等必要な基準を設

定する。 

５．住宅商業複合地区 

    周囲の都市景観に調和した住宅、地区内居住者の利便に供する店舗等が立地する良好な居住環境を創出

し、保全するため、建築物の用途、敷地面積の最低限度及び壁面の位置等必要な基準を設定する。 

６．公共公益施設地区 

    地区内及び周辺住民のために必要な公共公益施設である小中学校、集会所等が立地する地区としての環

境を創出し、保全するため、建築物の用途等必要な基準を設定する。 

 

  なお、建築物の屋根及び外壁の色彩は良好な居住環境にふさわしい色合いのものとする。 

緑化の方針 
  緑豊かな潤いのある街並みを形成するため、地区内には緑地を適正に配置するとともに公共空間及び敷地

内の緑化を推進し、現に存する自然緑地、斜面緑地等は樹林地及び草地として保全を図る。 

 

  



  

地

区

整

備

計

画 

地区施設の配置及

び規模 

道

路 

幹線道路 幅員 10.0ｍ  延長約    680ｍ 

区画道路 
幅員  7.5ｍ  延長約    410ｍ 

幅員  6.0ｍ  延長約 1,560ｍ 

歩行者専用道路 幅員  4.0ｍ  延長約    220ｍ 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地区の

区分 

地区の

名称 
低層住宅Ａ地区 低層住宅Ｂ地区 低層住宅Ｃ地区 中高層住宅地区 住宅商業複合地区 

公共公益 

施設地区 

地区の

面積 
約４．４ha 約１．８ha 約１．０ha 約２．８ha 約０．８ha 約８．１ha 

建築物の用途

の制限 

  次の各号に掲げ

る建築物及びこれ

に附属する建築物

以外の建築物は建

築してはならな

い。 

(1) 一戸建ての住

宅又は長屋 

(2) 住宅で日用品

販売店舗、サービ

ス業を営む店舗

その他これらに

類する用途を兼

ねるもの（事務所

を兼ねるものは

除く。） 

 (3) 診療所（患者

の収容施設を有

するものは除

く。） 

次の各号に掲

げる建築物及び

これに附属する

建築物以外の建

築物は建築して

はならない。 

(1) 長屋 

(2) 共同住宅及

び寄宿舎 

  次の各号に掲げ

る建築物及びこれ

に附属する建築物

以外の建築物は建

築してはならな

い。 

(1) 一戸建ての住

宅又は長屋 

(2) 住宅（建築基準

法（昭和 25 年法

律第 201 号）別表

第２（い）項第２

号に規定するも

のに限る。）で次

に掲げる用途を

兼ねるもの。 

 ア 学習塾、華道

教室、囲碁教室

その他これら

に類する施設 

 イ 美術品又は

工芸品を製作

するためのア

トリエ又は工

房（原動機を使

用する場合に

あっては、その

出力の合計が

0.75kw 以下の

ものに限る。） 

(3) 診療所（患者の

収容施設を有す

るものは除く。） 

次の各号に掲

げる建築物及び

これに附属する

建築物以外の建

築物は建築して

はならない。 

(1) 共同住宅及

び寄宿舎 

(2) 保育所 

次の各号に掲げ

る建築物及びこれ

に附属する建築物

以外の建築物は建

築してはならない。 

(1) 一戸建ての住

宅又は長屋 

(2) 住宅で事務所、

店舗その他これ

らに類する用途

を兼ねるもの 

(3) 共同住宅 

(4) 物品販売業を

営む店舗、飲食店 

(5) 理髪店、美容

院、クリーニング

取次店その他こ

れらに類するサ

ービス業を営む

店舗 

(6) 洋服店、自転車

店、家庭電気器具

店その他これら

に類するサービ

ス業を営む店舗 

(7) 自家販売のた

めに食品製造業

を営むパン屋、米

屋、豆腐屋、菓子

屋その他これら

に類するもの 

(8) 学習塾、華道教

室、囲碁教室その

他これらに類す

る施設 

(9) 損害保険代理

店及び宅地建物

取引業を営む店

舗その他これら

に類するサービ

ス業を営む店舗 

小学校、中学校

及び集会所等公

共公益上必要な

建築物以外の建

築物は建築して

はならない。 

建築物の容積

率の最高限度 

  
10 分の８ 

   

建築物の建蔽

率の最高限度 

  
10 分の５ 

   

建築物の敷地

面積の最低限

度 

  150 ㎡。ただし、

長屋の用途に供す

る建築物の敷地に

あっては 150 ㎡以

上、かつ住戸数に

75 ㎡を乗じたもの

以上とする。 

500 ㎡   150 ㎡。ただし、

長屋の用途に供す

る建築物の敷地に

あっては 150 ㎡以

上、かつ住戸数に

75 ㎡を乗じたもの

以上とする。 

500 ㎡   150 ㎡。ただし、

長屋、共同住宅の用

途に供する建築物

の敷地にあっては

150 ㎡以上、かつ住

戸数に 75 ㎡を乗じ

たもの以上とする。 
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壁面の位置の

制限 

  建築物の外壁

又はこれに代わ

る柱（以下「外壁

等」という。）の

面から敷地境界

線（道路境界線に

おける隅切部分

を除く。）までの

距離は１ｍ以上

とする。ただし、

外壁等の後退距

離の限度に満た

ない距離にある

建築物又は建築

物の部分が次の

各号のいずれか

に該当する場合

はこの限りでな

い。 

(1) 敷地境界線

に面する外壁等

の中心線の長さ

の合計が３ｍ以

下で、かつ、当

該外壁等の隣地

境界線からの後

退距離が 0.5ｍ

以 上 で あ る も

の。 

(2) 物置その他

これに類する用

途に供する附属

建築物で軒の高

さが 2.3ｍ以下

で、かつ、床面

積の合計が５㎡

以 内 で あ る も

の。 

(3) 附属建築物

の 自 動 車 車 庫

で、軒の高さが

2.3ｍ以下で、か

つ、床面積の合

計が 7.5 ㎡以内

であるもの。 

  建築物の外壁

又はこれに代わ

る柱（以下「外壁

等」という。）の

面から敷地境界

線（道路境界線に

おける隅切部分

を除く。）までの

距離は1.5ｍ以上

とする。ただし、

外壁等の後退距

離の限度に満た

ない距離にある

建築物又は建築

物の部分が次の

各号のいずれか

に該当する場合

はこの限りでな

い。 

(1) 敷地境界線

に面する外壁等

の中心線の長さ

の合計が３ｍ以

下で、かつ、当

該外壁等の隣地

境界線からの後

退距離が 0.5ｍ

以上であるも

の。 

(2) 物置その他

これに類する用

途に供する附属

建築物で軒の高

さが 2.3ｍ以下

で、かつ、床面

積の合計が５㎡

以内であるも

の。 

(3) 附属建築物

の自動車車庫

で、軒の高さが

2.3ｍ以下で、か

つ、床面積の合

計が 7.5 ㎡以内

であるもの。 

１ 建築物の外

壁又はこれに

代わる柱（以下

「外壁等」とい

う。）の面は計

画図に示す壁

面線を超えて

はならない。 

２ 建築物の外

壁等の面から

敷地境界線（道

路境界線にお

ける隅切部分

を除く。）まで

の距離は１ｍ

以上とする。た

だし、外壁等の

後退距離の限

度に満たない

距離にある建

築物又は建築

物の部分が次

各号のいずれ

かに該当する

場合はこの限

りでない。 

(1) 敷地境界

線に面する

外壁等の中

心線の長さ

の合計が３

ｍ以下で、か

つ、当該外壁

等の隣地境

界線からの

後退距離が

0.5ｍ以上で

あるもの。 

(2) 物置その

他これに類

する用途に

供する附属

建築物で軒

の高さが 2.3

ｍ以下で、か

つ、床面積の

合計が５㎡

以内である

もの。 

(3) 附属建築

物の自動車

車庫で、軒の

高さが 2.3ｍ

以下で、か

つ、床面積の

合計が7.5㎡

以内である

もの。 

  建築物の外壁

又はこれに代わ

る柱の面から敷

地境界線までの

距離は1.5ｍ以上

とし、かつ、計画

図に示す壁面線

を超えてはなら

ない。 

  建築物の外壁

又はこれに代わ

る柱（以下「外壁

等」という。）の

面から敷地境界

線（道路境界線に

おける隅切部分

を除く。）までの

距離は１ｍ以上

とする。ただし、

外壁等の後退距

離の限度に満た

ない距離にある

建築物又は建築

物の部分が次の

各号のいずれか

に該当する場合

はこの限りでな

い。 

(1) 敷地境界線

に面する外壁等

の中心線の長さ

の合計が３ｍ以

下で、かつ、当

該外壁等の隣地

境界線からの後

退距離が 0.5ｍ

以上であるも

の。 

(2) 物置その他

これに類する用

途に供する附属

建築物で軒の高

さが 2.3ｍ以下

で、かつ、床面

積の合計が５㎡

以内であるも

の。 

(3) 附属建築物

の自動車車庫

で、軒の高さが

2.3ｍ以下で、か

つ、床面積の合

計が 7.5 ㎡以内

であるもの。 

  建築物の外

壁又はこれに

代わる柱の面

から敷地境界

線までの距離

は１ｍ以上と

し、かつ、計画

図に示す壁面

線を超えては

ならない。 

建築基準法第

86 条第１項又は

第４項の規定に

より認定を受け

た建築物に前項

の規定を適用す

る場合は、これら

の建築物は同一

敷地内にあるも

のとみなす。 

建築基準法第

86 条第１項又は

第４項の規定に

より認定を受け

た建築物に前項

の規定を適用す

る場合は、これら

の建築物は同一

敷地内にあるも

のとみなす。 



建築物の高さ

の最高限度 

   建築物の高さ

は、地盤面から

10ｍとし、かつ、

地階を除く階数

は２以下とする。

なお、真北方向の

各部分の高さは、

当該部分から前

面道路の反対側

の境界線又は隣

地境界線までの

真北方向の水平

距離に 1.25 を乗

じて得たものに

５ｍを加えたも

の以下とする。た

だし、建築物の敷

地の地盤面が隣

地の地盤面（隣地

に建築物がない

場合においては、

当該隣地の平均

地表面をいう。）

より１ｍ以上低

い場合において

は、その建築物の

敷地の地盤面は、

当該高低差から

１ｍを減じたも

のの２分の１だ

け高い位置にあ

るものとみなす。 

  建築物の高さ

は、地盤面から

45ｍとする。 

  建築物の高さ

は、地盤面から

10ｍとする。 

 

建築物の形態

又は意匠の制

限 

  建築物の屋根及び外壁は意匠、色彩に配慮し、原色は避けるものとする。 

かき又はさく

の構造の制限 

  建築物に附属するへい又は門（門柱は除く。）で道路に面するものは、生垣、ネットフェンス等透視可能なものと

する。 

工作物の形態

又は意匠の制

限 

  傾斜地又は擁壁面に張り出した形態の架台その他これに類するものは、設け

てはならない。 

  傾斜地又は擁

壁面に張り出し

た形態の架台そ

の他これに類す

るものは、設け

てはならない。

ただし、道路に

面する部分に築

造するものにつ

いては、この限

りでない。 

  傾斜地又は

擁壁面に張り

出した形態の

架台その他こ

れに類するも

のは、設けて

はならない。 

土
地
利
用
の
制
限 

現存する樹林

地草地等で良

好な居住環境

の確保に必要

なものの保全

を図るための

制限 

  良好な住環境の確保に必要な現に存する樹林地及び草地等を緑地として保全する。ただし、防災上又は公益上や

むを得ない行為は、この限りでない。 

「区域、地区の区分、地区施設の配置、壁面線及び樹林地、草地等は計画図表示のとおり」 

地

区

整

備

計

画

建
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